
 １ 

 

                                                                          

平成 16年 12 月期 個別財務諸表の概要 平成１７年２月２２日 

上 場 会 社 名 近畿日本ツーリスト株式会社 上場取引所 東 大 

コード番号  9726  本社所在都道府県 

(ＵＲＬ http://www.knt.co.jp) 東京都 

代 表 者 役職名  代表取締役社長 氏名 太田 孝 

問合せ先責任者 役職名  経理部長 氏名 遠藤 昭夫   ＴＥＬ (０３)３２５５－６９５１ 

決算取締役会開催日    平成１７年 ２月２２日 中間配当制度の有無      有 

定時株主総会開催日    平成１７年 ３月３０日 単元株制度の採用の有無  有  (１単元 1,000 株) 

 
１．１６年１２月期の業績（平成１６年１月１日～平成１６年１２月３１日） 
(１) 経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％    百万円 ％   百万円 ％

１６年１２月期 72,578 △12.2 208 △75.5 1,323 △31.9

１５年１２月期 82,632 △9.1 851 △18.6 1,944 △3.8

 

  当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経 常 利 益 率 

営 業 収 益
経 常 利 益 率

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％  ％

１６年１２月期 1,011 95.6 10.95 ― 7.0 1.0 1.8 

１５年１２月期 517 △18.9  5.60 ― 4.0 1.4 2.4 

(注) ①期中平均株式数 １６年１２月期 ９２,３５９,３４６株 １５年１２月期 ９２,３９３,４２５株 

 ②会計処理方法の変更       無 

 ③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(２) 配当状況 
1 株 当 たり年間配当金 

 
 中 間 期 末 

配当金総額 
(年  間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 ％ ％

１６年１２月期 2.00 0.00 2.00 184,665,424.00 18．3 1．2 

１５年１２月期 0.00 0.00 0.00 ― ― ― 

 
(３) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

     百万円     百万円 ％  円  銭

１６年１２月期 119,374 15,153 12.7 164.12 

１５年１２月期 136,221 13,574 10.0 146.93 

(注) ①期末発行済株式数 １６年１２月期 ９２,３３２,７１２株 １５年１２月期 ９２,３８２,９７０株 
 ②期末自己株式数 １６年１２月期 １６９,１７１株 １５年１２月期 １１８,９１３株 
 
 
２．１７年１２月期の業績予想(１７年１月１日～平成１７年１２月３１日) 

1 株 当 たり年間配当金  
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末  
  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 30,300 △2,200 △3,000 0.00 ― ―

通 期 70,000 1,000 600 ― 2.00 2.00

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  ６円５０銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日 

現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

なお、上記業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。 
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１３．個別財務諸表 

(１)貸借対照表 

第６７期 第６６期 

(平成１６年１２月３１日現在) (平成１５年１２月３１日現在) 科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 額 

   (資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

預 け 金 

受 取 手 形 

未 収 手 数 料 

顧 客 未 収 金 

未 渡 ク ー ポ ン 

営 業 未 収 金 

有 価 証 券 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

関係会社短期貸付金 

団 体 前 払 金 

為 替 予 約 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 法 人 税 等 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 備 品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

ソ フ ト ウ エ ア仮勘定 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

従 業員長期貸付金 

関係会社長期貸付金 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

長 期 未 収 収 益 

破産債権・更生債権等 

前 払 年 金 費 用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 

※２ 

 

 

 

 

 

 

※３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 百万円

９０，１９７ 

３１，５０４ 

１２，０００ 

１１６ 

８，１８９ 

― 

８７０ 

１９，６０１ 

２，２５０ 

４４ 

７６１ 

３，１０５ 

９，１０３ 

１５３ 

― 

３２７ 

２３３ 

２，０１０ 

△７５ 

２９，１７７ 

６，５８５ 

２，０５９ 

２２８ 

４，２９６ 

２，７３０ 

１，８９２ 

７８７ 

５１ 

１９，８６０ 

７，５９４ 

３，１４２ 

３７７ 

７３７ 

２，５６４ 

３４ 

４，５３１ 

― 

６４３ 

― 

％

７５．６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２４．４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 百万円

９４，１８７ 

２９，１５９ 

１１，０００ 

１２ 

１１，０９０ 

２１，８２２ 

― 

― 

― 

４６ 

１，００７ 

１，８５３ 

１５，０３８ 

― 

１９９ 

３７１ 

― 

２，６７５ 

△９０ 

４２，０３４ 

７，９１６ 

２，２２５ 

３７１ 

５，３１８ 

１，３８９ 

６５０ 

６４２ 

９７ 

３２，７２８ 

８，７２１ 

１４，６８９ 

３７５ 

６８０ 

８，７０５ 

４０ 

６，０７１ 

４５１ 

７３７ 

５９ 

％ 

６９．１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３０．９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 百万円

△３，９８９ 

２，３４４ 

１，０００ 

１０３ 

△２，９０１ 

△２１，８２２ 

８７０ 

１９，６０１ 

２，２５０ 

△１ 

△２４５ 

１，２５２ 

△５，９３５ 

１５３ 

△１９９ 

△４３ 

２３３ 

△６６５ 

１５ 

△１２，８５６ 

△１，３３０ 

△１６５ 

△１４２ 

△１，０２１ 

１，３４１ 

１，２４２ 

１４４ 

△４５ 

△１２，８６７ 

△１，１２６ 

△１１，５４６ 

２ 

５６ 

△６，１４０ 

△５ 

△１，５４０ 

△４５１ 

△９３ 

△５９ 



 ３ 

 

第６７期 第６６期 

(平成１６年１２月３１日現在) (平成１５年１２月３１日現在) 科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 額 

 

供 託 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

 

 

 百万円

２，７９６ 

４２５ 

１５１ 

△１，０１４ 

△２，１２６ 

％

 

 百万円

７０ 

５７１ 

２１８ 

△１，１１０ 

△７，５５３ 

  

２，７２６ 

△１４６ 

△６６ 

９６ 

５，４２７ 

資 産 合 計 １１９，３７４ １００．０ １３６，２２１ １００．０ △１６，８４６ 

   (負 債 の 部) 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金 

営 業 未 払 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

預 り 金 

未 精 算 旅 行 券 

団 体 前 受 金 

従 業 員 預 り 金 

為 替 予 約 

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

預 り 保 証 金
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９５，１３０ 

８３１ 

９，３５１ 

５，７３６ 

― 

４２ 

２２，４４２ 

４１，７９４ 

１２，５９６ 

１，５９４ 

― 

１５３ 

５２４ 

６２ 

９，０９１ 

７ 

６，８６６ 

２，２１７ 

７９．７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．６ 

 

 

 

１１７，５２２ 

６３２ 

― 

１６，０５７ 

６６８ 

５４ 

２５，４１１ 

４７，４６６ 

２４，９１３ 

１，７８０ 

１９９ 

― 

２６３ 

７３ 

５，１２５ 

１６ 

５，１０１ 

７ 

 

８６．３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．７ 

 

 

 

△２２，３９１ 

１９８ 

９，３５１ 

△１０，３２１ 

△６６８ 

△１１ 

△２，９６８ 

△５，６７２ 

△１２，３１７ 

△１８５ 

△１９９ 

１５３ 

２６１ 

△１１ 

３，９６６ 

△９ 

 １，７６５ 

２，２０９ 

負 債 合 計 １０４，２２１ ８７．３ １２２，６４７ ９０．０ △１８，４２５ 

   (資 本 の 部)  

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

 資本準備金減少差益 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

 退 職 積 立 金 

 別 途 積 立 金 
当期未処分利益又は 

当期未処理損失 ( △ )  

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

 

※１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５ 

※１ 

 

７，５７９ 

３，３４２ 

１，８９４ 

１，４４７ 

１，４４７ 

１，９１５ 

― 

― 

― 

― 

１，９１５ 

２，３５６ 

△４０ 

 

６．３ 

２．８ 

 

 

 

１．６ 

 

 

 

 

 

２．０ 

△０．０ 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

５，２８３ 

― 

― 

△１，０３６ 

９０３ 

９，４０２ 

２５０ 

９，１５２ 

△１１，３４３ 

１，７７５ 

△２６ 

 

５．６ 

３．９ 

 

 

 

△０．８ 

 

 

 

 

 

１．３ 

△０．０ 

 

― 

△１，９４０ 

△３，３８８ 

１，４４７ 

１，４４７ 

２，９５２ 

△９０３ 

△９，４０２ 

△２５０ 

△９，１５２ 

１３，２５９ 

５８１ 

△１３ 

資 本 合 計 １５，１５３ １２．７ １３，５７４ １０．０ １，５７９ 

負債･資本合計 １１９，３７４ １００．０ １３６，２２１ １００．０ △１６，８４６ 
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(２)損益計算書 
第６７期 第６６期 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 
科     目 

金   額 百分比 金   額 百分比 

増減額 増減率 

百万円

７２，５７８ 

７０，７０９ 

１，８６９ 

％

１００．０ 

 

 

百万円

８２，６３２ 

８０，５３３ 

２，０９９ 

％ 

１００．０ 

 

 

百万円

△１０，０５４ 

 

 

％

△１２．２ 

 

 

７２，３７０ 

１３６ 

２１，５２６ 

５２４ 

１２ 

５，７７２ 

３，２７４ 

２，７２７ 

２，２３４ 

４，４６５ 

９４２ 

８１９ 

７６４ 

４，８２４ 

１５，９６０ 

１９０ 

２０４ 

７７８ 

７，２１０ 

９９．７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８１，７８１ 

１３７ 

２３，０７７ 

２６３ 

８３ 

７，４２６ 

３，４２０ 

３，３５５ 

２，６４７ 

５，９７２ 

１，１０８ 

１，１８０ 

８２２ 

６，１９０ 

１５，０２６ 

２０６ 

２２３ 

５８６ 

１０，０５２ 

９９．０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△９，４１１ 

 

△１１．５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０８ ０．３ ８５１ １．０ △６４２ △７５．５ 

１，３１６ 

２８２ 

６８７ 

１５８ 

１８６ 

１．８ 

 

 

 

 

１，１２０ 

２６４ 

４８１ 

２９９ 

７４ 

１．３ 

 

 

 

 

１９５ 

 

 

 

 

１７．４ 

 

 

 

 

２００ 

２２ 

１４８ 

３０ 

０．３ 

 

 

２７ 

２２ 

― 

４ 

０．０ 

 

 

１７３ 

 

 

６２４．３ 

 

 

 

営 業 収 益 

旅 行 取 扱 手 数 料 

営 業 雑 収 

営 業 費 用 

役 員 報 酬 

給 料 手 当 

賞与引当金繰入額 

退 職 金 

退 職 給 付 費 用 

福 利 厚 生 費 

不 動 産 賃 借 料 

維 持 修 繕 費 

電 算 機 維 持 費 

消 耗 品 費 

通 信 費 

旅 費 交 通 費 

調 査 宣 伝 費 

割 戻 手 数 料 

交 際 接 待 費 

諸 税 公 課 

減 価 償 却 費 

雑 費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

為 替 差 益 

雑 収 入 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

法 人 延 滞 税 等 

雑 損 失 

経 常 利 益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１，３２３ １．８ １，９４４ ２．３ △６２１ △３１．９ 

 
 
 
 
 
 
 



 ５ 

 

第６７期 第６６期 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 
科     目 

金   額 百分比 金   額 百分比 

増減額 増減率 

百万円

１８，２５２ 

１８，１６７ 

― 

― 

８３ 

１ 

％

２５．１ 

 

 

 

 

 

百万円

１，７０１ 

― 

７３４ 

８２１ 

１１４ 

２９ 

％ 

２．１ 

 

 

 

 

 

百万円

１６，５５１ 

 

 

 

 

 

 

９７３．０ 

 

 

 

 

 

 

特 別 利 益 

営 業 譲 渡 益 

投資有価証券売却益 

過年度外国税還付額 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

そ の 他 

特 別 損 失 

事 業 整 理 損 失 

厚生年金代行返上損 

減 損 損 失 

割 増 退 職 金 

関係会社債権放棄損 

投資損失引当金繰入額 

投資有価証券評価損 

関 係 会 社 整 理 損 

固 定 資 産 除 却 損 

適 格 年 金 終 了 損 

そ の 他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 

 

 

 

 

１７，６５７ 

１３，５１０ 

２，２３２ 

１，１３６ 

― 

― 

１４３ 

３２８ 

― 

３７ 

７１ 

１９７ 

２４．３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２，６４９ 

― 

― 

― 

１，６５５ 

６９７ 

１６６ 

― 

４９ 

３７ 

― 

４４ 

３．２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５，００８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５６６．４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

過 年 度 法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 

 

 

 

 

１，９１８ 

１６０ 

９５６ 

△２０９ 

２．６ 

０．２ 

１．３ 

△０．３ 

９９６ 

８００ 

― 

△３２１ 

１．２ 

１．０ 

 

△０．４ 

９２２ 

△６４０ 

９５６ 

１１１ 

９２．６ 

△８０．０ 

― 

― 

当 期 純 利 益 

前 期 繰 越 損 失 

利 益 準 備 金 減 少 額 

 

 

１，０１１ 

― 

９０３ 

１．４ 

 

５１７ 

１１，８６０ 

― 

０．６ 

 

４９４ 

△１１，８６０ 

９０３ 

９５．６ 

― 

― 

当 期 未 処 分 利 益 又 は 

当 期 未 処 理 損 失 （ △ ） 
 １，９１５  △１１，３４３  １３，２５９ ― 

 
(3)利益処分案及び損失処理案 

利益処分案                     損失処理案    

第 67 期 第 66 期 
科     目 

金    額 
科     目 

  
 金    額 

 
当 期 未 処 分 利 益 
利 益 処 分 額 
配 当 金 
次 期 繰 越 利 益 
 
 
 

百万円 
     １，９１５ 

 
           １８４ 

１，７３０ 

 
当 期 未 処 理 損 失 
損 失 処 理 額 
任 意 積 立 金 取 崩 額 
   別 途 積 立 金 取 崩 額 
   退 職 積 立 金 取 崩 額 
資 本 準 備 金 取 崩 額 
次 期 繰 越 損 失 

百万円 
１１，３４３ 

 
９，４０２ 
９，１５２ 
２５０ 
１，９４０ 
― 

 



 ６ 

 

財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(１)有価証券 

①子会社及び関連会社株式は総平均法による原価法により評価しております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

              なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 

時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

(２)貯蔵品 

先入先出法による原価法により評価しております。 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用しております。 

(２)無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、自社

利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

 
３．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権および破産更生債権等は財務内容評価法に 

よっております。 

(２)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込み額のうち当期に対応する見積額を計上しております。 

(３)退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期末において発生

していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異および過去勤務債務に

ついては、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による按分額をそれぞれ発生の翌期より

費用処理しております。 

(４)投資損失引当金 

関係会社等への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案して計上しております。 

 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 
５．ヘッジ会計の方法 

(１)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

為替予約取引及び通貨オプション取引を行うこととしております。 

②ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務としております。 

(３)ヘッジ方針 

将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 
６．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 



 ７ 

 

会計方針の変更 

第６７期 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

第６６期 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成１４年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計

基準適用指針第 6 号）が平成１６年１２月３１日に終了する会計期

間に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当期か

ら同会計基準および同適用指針を適用しております。この処理に

伴う当期の損益に与えている影響額は、特別損失として１，１３６百

万円計上しております。 

なお、固定資産の減損損失累計額については、各資産の金額

から直接控除しております。また、リース資産の減損損失累計額

相当額については、改正後の財務諸表等規則に基づき、間接控

除し未払金に計上しております。       

 

   

 

表示方法の変更 

第６７期 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

第６６期 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

当期から勘定科目をより明瞭に表示するため、資産科目の顧客

未収金を発券済みクーポン券売上の未渡クーポンと売上債権の

営業未収金に、負債科目の未払金を売上債務の営業未払金とそ

の他諸経費の未払金に、区分掲記しております。 

なお、前期末の残高は、未渡クーポン１，１６７百万円、営業未収

金２０，６５５百万円、営業未払金４，１１８百万円、未払金１１，９３９

百万円であります。       

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ８ 

 

追 加 情 報 

第６７期 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

第６６期 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

(退職給付会計) 

当社が母体となる近畿日本ツーリスト厚生年金基金は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成１６年１月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除

の認可を受け、平成１７年１月１日に過去分返上の認可を受けて

おります。それに伴い「退職給付会計に関する実務指針（中間報

告）」 （日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４

７-２項に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認可の日に

おいて代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したもの

として会計処理しております。本処理に伴う当期の損益に与えて

いる影響額は、特別損失として２，２３２百万円計上しております。

また、当期末において測定された返還相当額（最低責任準備金）

は、８，５５５百万円であります。また、年金受給者のみを対象とす

る閉鎖適格年金退職年金制度を有しておりましたが、当期におい

て年金受給者への給付を終了し制度を終了しました。これに伴

い、未認識会計基準変更時差異および未認識数理計算上の差

異を一括償却しており、当期の損益に与えている影響額は、特別

損失として７１百万円計上しております。 

 

(自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準) 

 当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基

準」(企業会計基準第１号 企業会計基準委員会 平成１４年２月

２１日)を適用しております。この変更に伴う損益に与える影響はあ

りません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照

表の資本の部については、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

(１株当たり当期純利益に関する会計基準) 

 当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計

基準第２号 企業会計基準委員会 平成１４年９月２５日)および

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第４号 企業会計基準委員会 平成１４年９月２

５日)を適用しております。この適用による１株当たり情報に与える

影響はありません。 

(クラブツーリズム事業部門の営業譲渡) 

 当社は、旅行事業部門の明確な区分と事業価値の最大化およ

び経営資源のより効率的な活用を目的として、平成１５年１１月２５

日にクラブツーリズム事業部門の営業を譲渡することに基本合意

し、平成１６年２月９日に営業譲渡契約を締結しました。 

(１)営業譲渡先             クラブツーリズム株式会社

(２)譲渡の時期                 平成１６年４月３０日

(３)譲渡予定価格                ２４８億円４０百万円

 



 ９ 

 

注 記 事 項 

(貸借対照表関係) 

第６７期 

（平成１６年１２月３１日現在） 

第６６期 

（平成１５年１２月３１日現在） 

※１．

※２．

※３．

４．

※５．

６．

 

７．

会社が発行する株式の総数        ２４０，０００，０００株 

発行済株式総数                ９２，５０１，８８３株 

自己株式の数                    １６９，１７１株 

有形固定資産の減価償却累計額         ４，７３６百万円 
担保に供している資産                 －百万円  

 

保証債務                      ２３３百万円 

(経営指導念書等１５５百万円含む) 

配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が２，３５６百万円増

加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第３号の規定に

より、配当に充当することが制限されております。 

 平成１６年３月３０日開催の定時株主総会において下記の

決算てん補を行っております。 

別途積立金         ９，１５２百万円 

退職積立金         ２５０百万円 

資本準備金         １，９４０百万円 

偶発債務 

当社および子会社のPACIFIC DEVELOPMENT INC.（以

下、PDI 社）は、平成１６年１２月の SAIPAN HOTEL CORPO 

RATION株式の譲渡に伴い同社の現地少数株主より忠実義

務違反等による損害賠償請求等訴訟を北マリアナ諸島連邦

の上級裁判所に提訴され、現在係争中であります。平成１７

年２月８日時点において、訴状に対する認否、反論の答弁

書の提出まで手続が完了しており、今後、文書提出、証言、

審理となり判決が下りる予定となっております。なお、訴状に

おいて損害賠償請求金額は明示されておりません。 

判決を得る場合には数年を要する見込みですが、当社お

よび PDI 社は、原告の主張に対して積極的に反論していき

ます。現段階で当社は、当社の財産および損益に重大な影

響を与える見込みはないと考えております。  

※１．

※２．

※３．

４．

※５．

 

 

６．

 

 

 

 

７．

 

 

 

 

 

 

 

 

会社が発行する株式の総数        ２４０，０００，０００株 

発行済株式総数                ９２，５０１，８８３株 

自己株式の数                    １１８，９１３株 

有形固定資産の減価償却累計額         ５，３５１百万円 
担保に供している資産 

投資有価証券        ２，３５０百万円 

保証債務                      １，４９７百万円 

(経営指導念書等１４８百万円含む) 

配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が１，７７５百万円増

加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第３号の規定に

より、配当に充当することが制限されております。 

 

  

 

 

 

偶発債務 

                                 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 １０ 

 

(損益計算書関係) 

第６７期 

（平成１６年１２月３１日現在） 

第６６期 

（平成１５年１２月３１日現在） 

※１．

 

減損損失 

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。   

用途 種類 場所 

営業店舗等 土地・建物・ 

器具備品 

西日本カンパニー 

他（5 件） 

厚生施設 
（社宅・寮など） 

土地・建物・ 

器具備品 

福岡寮他（4 件） 

遊休地 

 

土地・建物 岡山土地 
岡山県岡山市他（7 件） 

 

（経緯） 

 土地の取得価格に対する時価の著しい下落や、営業損益

が悪化し短期的な業績回復が見込まれないことにより、減損

損失を認識しました。 

（減損損失の金額） 

種     類 
金    額 

（百万円） 

建 物 ２６７ 

器 具 備 品 ４５ 

土 地 ７３８ 

リ ー ス 資 産 ８４ 

合 計 １，１３６ 

 

（グルーピングの方法） 

 原則としてカンパニー単位で区分し、土地保有店舗に関し

ては、店舗単位としました。本社・社宅・寮については、共用

資産とし、遊休資産と合わせて、資産単位としました。 

 

（回収可能価格の算定方法等） 

店舗の回収可能価格は使用価値により測定しており、将

来キャッシュフローを５％で割り引いて計算し、カンパニーに

ついては、基準年度の営業利益により計算しております。ま

た、共用資産・遊休資産の回収可能価格は正味売却価格に

より測定しており、不動産鑑定評価額もしくは、固定資産税

評価額を基準としております。 

※１．

 

減損損失 

 



 １１ 

 

１４．リ ー ス 取 引 
第６７期 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

第６６期 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額および期末残高相当額 
 
 

取 得 価 額 
相 当 額 

 
減価 償却 
累 計 額 
相 当 額 

 
減損損失 
累 計 額 
相 当 額 

  

期 末 残 高 
相 当 額

 百万円  百万円 百万円 百万円 
有形固定資産・

そ の 他 
  

３，７８６ 

 

２，５４７ 

 

１ １，２３７

無形固定資産・

（ソフトウェア） 

 

５４５ 

 

３３４ 

 

― ２１１

 
合 計 

 

４，３３１ 

 

２，８８１ 

 

１ １，４４８

 

２．未経過リース料期末残高相当額およびリース資産減損勘定期

末残高 

１ 年 以 内                     ９３４百万円 

１ 年 超                     ５７９百万円 

合 計                     １，５１３百万円 

リース資産減損勘定期末残高              １百万円 

 

３．支払リース料､リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

  額、支払利息相当額および減損損失 

(１)支払リース料                     １，２７１百万円 

(２)リース資産減損勘定の取崩額              －百万円  

(３)減価償却費相当額                 １，２７１百万円 

(４)支払利息相当額                      ４４百万円 

(５)減損損失                            １百万円

※上記減損損失の他に、注記省略取引に係わる減損損失８２百

万円を計上しております。 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐 用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息
相当額とし、各期への配分方法については､利息法によって

おります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 
１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額お

よび期末残高相当額 
 

 取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

百万円 百万円 百万円
有形固定資産 ･ 
そ の 他 ６，１４５ ３，８１１ ２，３３４

無形固定資産・ 
( ソフトウエア ) ２，３５３ １，６９７ ６５５

合 計 ８，４９９ ５，５０９ ２，９８９

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 

１ 年 以 内                     １，３８８百万円 

１ 年 超                     １，６３１百万円 

合 計                     ３，０２０百万円 

 

 

３．支払リース料､減価償却費相当額および支払利息相当額 

 (１)支払リース料                    ２，０７５百万円 
 (２)減価償却費相当額                ２，０３８百万円 
 (３)支払利息相当額                     ８３百万円 
 

 

 

 

 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左  

 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

１５．有 価 証 券 
第６７期 

 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

第６６期 

 
子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 



 １２ 

 

１６．税 効 果 会 計 
 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
繰延税金資産                        
退職給付引当金損金算入限度超過額                  ２，６７４百万円
税務上の繰越欠損金                               ９０７百万円 
投資損失引当金損金算入限度超過額                  ８６５百万円 
減損損失                                    ４６２百万円 
貸倒引当金損金算入限度超過額                       ４４０百万円 
未払金                                      ３２９百万円 
賞与引当金損金算入限度超過額                     ２１３百万円 
その他一時差異                                       ４９９百万円 
繰延税金資産小計                              ６，３９２百万円 
評価性引当金                                    △３，８２３百万円 
繰延税金資産合計                                  ２，５６８百万円 

  

繰延税金負債                          
有価証券評価差額                                   １，６１７百万円 

退職給付信託設定益                                    １９７百万円 

繰延税金負債合計                                   １，８１５百万円 

繰延税金資産純額                                     ７５３百万円 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 

法定実効税率 ４０．７% 
 (調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 ７．２ 
過年度法人税等 ４９．９ 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △４．９ 

住民税均等割 ８．３ 
評価性引当金の増減 △１４．７ 

繰越欠損金当期充当額 △３９．９ 

その他 ０．７ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４７．３ 

 



 １３ 

 

１７．重要な後発事象 
第６７期 

（平成１６年１２月３１日現在） 

第６６期 

（平成１５年１２月３１日現在） 

 (厚生年金基金の代行部分の返上) 

 当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成１６年１月１日付けで厚生労働大臣から

将来支給義務免除の認可を受けました。それに伴い「退職給付

会計に関する実務指針(中間報告)」(日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第１３号)第４７－２項に定める経過措置を適用

し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務の消滅

を認識する予定です。 

これにより、代行部分に係る退職給付債務(年金資産の返済相

当額を控除後)の消滅処理と会計基準変更時差異の未処理額等と

の一括計上処理により、翌会計年度において約２，２３２百万円の 

特別損失が発生する見込みであります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 １４ 

 

１８．役 員 の 異 動 

 
Ⅰ 新任取締役候補者 

 

内
うち

 田
だ

 安
やす

 次
つぐ

（執行役員 西日本営業本部カンパニー本部長） 

伊
い

 藤
とう

 淑
よし

 雄
お

（執行役員 経営企画部長） 

馬
ま

 越
ごし

 俊
しゅん

 司
じ

（株式会社大阪バファローズ専務取締役） 

   横
よこ

 山
やま

 勇
ゆう

 一
いち

（KINTETSU INTERNATIONAL EXPRESS（U.S.A.）,INC.取締役社長） 

 

Ⅱ 退任予定取締役 

 

   沢
さわ

 幡
はた

 尚
なお

 秀
ひで

（代表取締役副社長） ※ 当社顧問就任予定 

   川
かわ

 上
かみ

 敏
とし

 勝
かつ

（常務取締役）    ※ 当社顧問就任予定 

   秋
あき

 富
とみ

 公
きみ

 正
まさ

（非常勤取締役）   ※ 当社顧問就任予定 
 
Ⅲ 新任執行役員（平成１７年３月３０日付） 

 

   前
まえ

 田
だ

 与志雄
よ し お

 （国内旅行部長） 

   山
やま

 崎
ざき

   守
まもる

（法務・広報部部長） 

   遠
えん

 藤
どう

 昭
あき

 夫
お

 （経理部長） 

   越
お

 智
ち

 良
よし

 典
のり

 （海外旅行部長） 

   馬
ば

 場
ば

 義
よし

 和
かず

 （東日本営業本部カンパニー本部長） 

   岩
いわ

 橋
はし

 伸
のぶ

 行
ゆき

 （経営企画部部長兼人事部長） 

（ 以 上 ） 

 
 
 

 


